「情報モラル」の捉え方の検討と教育実践の課題―「情報モラル」の造語誕生から今日までの経緯を踏まえて― by 古藤 泰弘
「情報モラル」の捉え方の検討と教育実践の課題 













 2016 年 6 月、教育の情報化の先進県として知られ情報教育を強力に推進している佐賀県で、県内
に住む 17 歳の少年が県の教育情報システム（SEI-NET）に不正に侵入した疑いで逮捕される事件が
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会長・岡本道雄）の『第三次答申』（1987(昭和 62)年 4 月 1 日）である。同『答申』の第五章の第
二節に「情報化への対応 (1)情報モラルの確立」の項目を設定し、その冒頭の囲み記事で、次のよ
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これが文部省の「情報化に対応した教育」の具体的な方針になり、「③情報モラルの確立」を「情
報化に対応する教育」の 3 番目の「柱」に位置づけたのである。 
その説明の中で、「情報モラル」は「情報及び情報手段に関して、その重要性、価値、影響，責
任等についての基本的認識」であると述べ、臨教審の説明を引き継いでいる。その上で、同上『情


























に対応するため、文部省(当時)は 1996(平成 8 年)、新たに「情報化推進協力者会議」（正式呼称は
「情報化の進展に対応した初等中等教育における情報教育の推進等に関する調査研究協力者会議」、
主査は清水康敬氏、平成 8 年 10 月 4 日）を発足させた。さかのぼること 10 年前には「情報化協力
者会議」が『第一次報告書』を発表（1985 年）しているが、その間にあって、「情報教育」の必要
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性や重要性の認識は急速に高まり、また高等学校に必修教科として教科「情報」を新設することも
あって、情報教育の目標の設定や体系化の必要性が求められた。 
「情報化推進協力者会議」はこうした時代の要請に応えて、1997 年 10 月 3 日に『体系的な情報
教育の実施に向けて－第一次報告－』を発表し、続いて翌年には『情報化の進展に対応した教育環































（１）高等学校に教科「情報」を設置した時（2000 年 3 月）に、文部省は初めて「情報モラル」の
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定義を行った。 
「情報モラルは、情報社会で適正な活動を行うための基になる考え方と態度と捉える」としたの












































（３）上掲の中教審の『答申』を受けて、文部科学省は 2008（平成 20）年 3 月、平成 20 年度版『小
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第３節 文部科学省、「情報モラル」の具体的な学習活動の場面を提示 
（１）文部科学省は『平成 20 年版学習指導要領解説・総則編』（2008(平成 20)年 8 月（小学）、9
月（中学）、高校は、2009 年 3 月）を刊行し、その中で、法的用語となった「情報モラル」を「情
報社会で適正な活動を行うための基になる考え方と態度」と再定義し、その学習活動（内容を含め
























































（４）文部科学省は、2010(平成 22)年 10 月 29 日に、『教育の情報化に関する手引』（文部省編）
を発表し、平成 20 年版学習指導要領に対応した「情報化」の在り方についてまとめている。 
そのねらいは ICT（コンピュータや情報通信ネットワークなど）活用にあるが、第 5 章に「学校
における情報モラル教育と家庭・地域との連携」に 36 頁をあて、「第 1 節 情報モラルの必要性」、
「第 2 節 情報モラル教育の具体的な指導」、「第 3 節 情報モラル教育に当たり教員が持つべき知
識」、「第 4 節 情報モラル教育における家庭・地域との連携」の 4 つの節を立てて説明している。 
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や麻薬情報を載せたサイト」など問題になるサイトを具体的に列記し、「情報モラル」教育の必要
性を強調している。 







得ない。その検証は第 4 章で行う。 
（５）2014(平成 26)11 月 20 日、文部科学大臣(下村博文)は、中教審に対して「初等中等教育にお
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 第 2 章 第 3 節（4）の末尾で「情報モラル」の教科横断的利用への実践につながっているかどう
か疑念を持たざるを得ない、と述べた。それは、筆者及び筆者らが行った「情報モラル」教育に関
する小調査（2010 年と 2015 年の 2 回）の分析結果を頭に描いていたからである。 
2006 年頃から、「情報モラル」教育への社会的要請が一段と高まった。文部科学省は「情報モラ
ル」の定義を再確認して公言するとともに、平成 20 年版『学習指導要領』（2008 年 3 月告示）の
「総則」に「情報モラル」指導の必要性を明記し「道徳」でも扱うことにした。さらに『平成 20
年版学習指導要領解説・総則編』（2008 年 8 月（小学）、9 月（中学）、高校は、2009 年 3 月に刊
行）では、初めて「情報モラル」指導の学習活動（学習内容を含めて）の場面を列記し、学校現場
での「情報モラル」教育の徹底を図ったのである。（第 3 章 2 節及び 3 節参照） 
こうした背景を踏まえて、2010 年 11 月から 12 月にかけて、「『情報モラル』指導についてのア
ンケート」調査（以下、「A 調査」と呼ぶ）を実施した。10）全国（1 都 1 府 10 県）の小・中学校の
教員(320 名)に対して質問用紙を郵送し回答してもらった。回答総数は 287 名(回収率 89.7%)であっ
た。また、情報モラル教材の開発のため、東京教育工学研究会(会長・古藤泰弘)では、2015 年 9 月
から 11 月にかけて、「情報教育及び情報モラル教育に関するアンケート」調査（以下、「Ｂ調査」








質 問 項 目 A 調査（2010 年） B 調査（2015 年） 
①よく取り上げて指導している 3.1％       2.5％ 
②時々取り上げて指導している   40.4    36.5 
③あまり取り上げて指導していない     30.0      28.3 
④ほとんど指導していない   15.3      17.2 
⑤まだ、指導したことがない   10.8      15.6 
⑥無 答    0.3       0 
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 「情報モラル」の指導をしている（①と②）は、2010 年調査で 43.5％、2015 年調査では 38％で




















質 問 項 目 A 調査（2010 年） B 調査（2015 年） 
①ネット上で他人の悪口を書いたりしないことについて   56.8％   56.9％ 
②ネット上で相手を攻撃したり非難したりしないことについて   48.4   51.9 
③ネット上の危険な情報や有害情報への対応について   44.3   49.4 
④迷惑メールやチェーンメールへの対処方法について   31.4   32.3 
⑤著作権の大切さや著作権の侵害などについて   32.1   40.3 
⑥プライバシーの意味や個人情報の取り扱いついて   42.8   53.6 










目⑥）についても B 調査で 5 割強程度である。 
極めて厳しい結果が出たのは、トラブルに遭遇したときの危険回避対処法（質問項目④の A 調査
で 31.4%。B 調査 32.1%）、著作権など法的権利の大切さの理解（質問項目⑤の A 調査で 32.1%、B
調査 40.3%）及び情報セキュリティへの対策（質問項目⑦の A 調査 6.3%、Ｂ調査 23.6%）である。
危険回避対処法についてみると A 調査では、「あまり取り上げていない」（ᇞ印）の回答率は 6 割
弱（58.9%）で、B 調査では「取り上げたことがない」を含めると 76.4％であった。授業外の学校行
事等で「携帯電話などの安全利用」に関する講話や実地指導の際に行われているためと推測される。 
著作権に関しては、A 調査では 4 割近く(38.7%）が「あまり取り上げていない」（ᇞ印）と答え














質 問 項 目 回答率 




無 答  2.4 
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質 問 項 目 回答率 
①「プライバシーや個人情報」の指導とてもやりやすい    5.9% 
②どちらかというと、やりやすい   41.5 
③どちらかというと、やりにくい  46.7 
④とてもやりにくい   2.8 











用 語 「◎」印の回答率 「×」印の回答率 
①「私的使用のための複製」とは 57.1％ 40.1％ 
②「引用」のきまり 44.6 51.9 
③「送信可能化（権）」とは 4.2 93.4 
④「二次的著作物」とは  10.8 85.7 
⑤「同一性保持権」とは   5.2 92.7 
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ない。「情報モラル」の定義としては、残念ながら不適と言わざるをえない。筆者は「情報倫理（情
報社会における道理＝人倫の法）に基づいて、人々に遵守すべきことを具体的に要求する行為作法」
と定義した。（第 3 章第 2 節（2）を参照） 
（２）「情報モラル」の内容についての検討 
すでに第 2 章第 3 節でみてきたように、文部科学省編『平成 20 年版学習指導要領解説・総則編』
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【引用・参照文献】 
1） 臨時教育審議会は、中曽根内閣総理大臣の時代に、我が国の教育改革を目指して「臨時教育審
議会設置法」を国会に提出（1984 年 3 月 27 日）、同年 8 月 7 日に成立した。この法律に基づ
いて総理府に内閣総理大臣の諮問機関として設置された。1985 年 6 月に『第一次答』を内閣総
理大臣に提出。改革の基本的考え方として 7 つの項目を提示した。その 7 番目に「情報化への
対応」を挙げた。以後『第二次答申』（1986 年 4 月）、『第三次答申』（1987 年 4 月）、『第
4 次答申』（最終答申、1987 年 8 月）の 4 次にわたって答申した。 
2） 文部省大臣官房編『文部時報』(臨時増刊号 第 1309 号)p.113、1986 年 4 月 
3） (社）日本教育工学振興会『「情報モラル」指導実践キックオフガイド』p.4、2007（平成 19）
















ル－研究開発報告書』2016 年 3 月。 
12) 古藤泰弘、前掲論文 p.17、及び東京教育工学研究会、前掲報告書 p.4。 
13) 文部科学省『平成 26 年度学校における教育の情報化の実態に関する調査結果(概要)〈平成 27
年度 3 月現在〉』p. 15、平成 27 年 10 月。  
14) 古藤泰弘、前掲論文 p.17-18、及び東京教育工学研究会、前掲報告書 p.4-5。 
15) 古藤泰弘、前掲論文 p.19。 
16) 古藤泰弘、前掲論文 p.19。 
17) 古藤泰弘、前掲論文 p.20。 
18) 古藤泰弘、前掲論文 p.20-21。 
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19) 法務省『法教育研究会報告書』（2004 年）では、「一般の人々が、法や司法制度、これらの基
礎となっている価値を理解し、法的なものの考え方を身に付けるための教育」と定義している。
法教育は、米国では Law Related Education として研究と実践が進められている。我が国では 1990
年代初頭から「法教育」ということばが用いられるようになった。参考文献；教師と弁護士で
つくる法研究会編著『教室から学ぶ法教育』現代人文社、2010 年 3 月 
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